
はじめに

　韓国は，２００８年７月から高齢者介護保障シス

テムとして，「老人長期療養保険制度」をスタ

ートさせた。韓国が老人長期療養保険制度（以

下，介護保険制度１））を導入した背景には，急

激な経済成長に伴う女性の社会進出，個人主義

の発達による価値観の変化により弱化された家

族扶養機能の代替的対応がある。しかし，もっ

とも根源的な背景は，急激な高齢化により医療

費が増加し，健康保険の財政が悪化したことで
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ある。医療費の増加推移をみると，全人口中高

齢者人口の比率は２００２年７.２％から２００８年９.６％

になっているのに比べて，全診療費における高

齢者診療費の比率は，同じ期間に１９.３％から

２９.９％まで増加している２）。

　介護保険制度の実施以降，制度の趣旨どおり，

家族介護の負担軽減など，ある程度の成果をあ

げたことは事実である。しかし，制度導入の必要

性はあったものの，制度導入前に検討すべきで

あった諸事情は考慮されず，導入に対する国民

的合意もないまま，制度の早い実施だけに重点

を置いたことは，様々な弊害をもたらしている。

　特に，韓国において，実施に当たる諸般条件

は，介護保険導入のモデルになっている日本や＊立命館大学大学院社会学研究科博士後期課程
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　韓国は，２００８年７月から介護保険制度の施行と共に，新しい在宅介護サービスを実施している。し
かし，介護保険制度の導入に先立つ介護インフラの整備など，先行条件が整っていないまま制度の実
施を急いだことは，制度全般にわたって様々な問題をもたらしている。そのなかでも，今まで在宅介
護体制が存在はしたものの，十分機能しなかった韓国において，在宅介護サービス部門に現れている
問題はもっとも深刻である。また，介護サービスの新しい担い手である療養保護士の養成に関する施
策は，様々な論議を呼び起こしている。本稿では，まず，韓国における在宅介護サービスの展開過程
を考察した後，介護保険の導入以後，在宅介護サービス部門がどのような問題を抱えているかを検討
する。また，高齢者の多くが貧困状態に置かれている中，日本より高い利用者負担が原因で現れてい
る韓国特有の現状にも着目する。さらに，介護保険の導入以前の介護人材の実態を把握した上で，介
護保険の実施に合わせ養成を始めた療養保護士の養成部門における現状と課題を考察し，制度改善の
方向性を考えていきたい。
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ドイツの施行当時とは異なる。日本やドイツよ

り極めて不足していた介護サービス基盤は，制

度の導入に先立って拡充すべきであった。しか

し，政府は，山積した先決問題の解決より，介

護保険の導入に力を注ぎ，様々な問題をもたら

している。その問題は，特に在宅介護サービス

部門に集中しており，訪問介護事業所の乱立や

療養保護士養成の過熱現象と共に，介護人材の

実態に大きな影響を与えている。

　さらに，後述するように，日本より非常に少

ない老後所得保障と，私的移転所得の減少など

により，経済的に困難な高齢者が増えている。

しかし，厳しい高齢者の生活実態は考慮され

ず，むしろ日本より高い利用者負担により，歪

んだ介護サービスの利用をみせている。

　本稿では，韓国における在宅介護サービス部

門の現状と，新しい介護人材である療養保護士

の養成における課題を中心に考察し，制度の改

善のため取るべき施策を考えていきたい。その

ためには，まず，韓国における在宅介護サービ

スの変遷や介護保険導入以前の介護人材の実態

を把握すること，また対象者である高齢者の生

活実態を知る必要がある。

　以下では，このような実態を把握した上で，

韓国の介護保険制度と，在宅介護サービスの概

要について検討した後，介護保険の実施以降現

れている現状と，療養保護士養成制度の課題を

考察する。

Ⅰ．韓国における在宅介護サービスの変遷と介

護保険導入以前の介護人材

１．在宅介護サービスの変遷と実態

１在宅介護サービスの変遷

　韓国における介護保険導入以前の在宅介護サ

立命館産業社会論集（第４７巻第２号）168

ービスは，その歴史がまだ浅く，内容において

も貧弱であった。

　１９８７年に民間団体である韓国老人福祉会３）

が，ソウル市居住の低所得層の高齢者を対象に

家庭奉仕員派遣事業を実施したことが，在宅介

護サービスの始まりとして知られている４）。

１９８９年には，ソウル市の支援で，中部老人総合

福祉館と南部老人総合福祉館でも，家庭奉仕員

派遣事業を実施し，老人総合福祉館５）の運営プ

ログラムに拡大された。１９８９年の老人福祉法１

次改正で，家庭奉仕員事業が法制化された以

降，１９９１年には「家庭看護事業」，１９９２年には

「昼間保護事業６）」と「短期保護事業７）」の在宅

サービスが実施され８），２００８年７月に介護保険

が実施されるまで，在宅介護の主な役割を担っ

てきた。しかし，介護保険導入以前の在宅介護

サービスは，後述するように，資源，施設や人

材の不足，一部の高齢者だけが利用していたこ

とから，存在はしたものの，十分機能しなかっ

たとも言える。

２介護保険導入以前の在宅介護サービスの実態

　家庭奉仕員派遣施設，昼間保護施設，短期保

護施設などの在宅老人福祉施設の運営は，非営

利法人や民間団体が，在宅福祉施設を直接，ま

たは委託で運営する形態が大半で，民間営利部

門の参与は皆無であった。その財政において

は，政府が運営費と人件費，有給の家庭奉仕

員９）に対する手当支給などを支援していた１０）。

　そのサービスにおいては，表１のように，主

に生活保護受給者など低所得層に，無料でサー

ビスを提供していた。

　その実施状況においては，介護保険が実施さ

れる以前の２００７年の現状をみると，６５歳以上の

高齢者人口は４８６万１,４７６人であるが，在宅サー

ビスを利用していた人は６万３,７０１人で，ごく



一部の低所得層高齢者の利用にとどまってい

る。また，サービスを担う介護人材である家庭

奉仕員においては，ボランティアである無給の

家庭奉仕員に大きく依存しており，従来の在宅

介護サービスは，全国的な実施状況において

も，低い水準であった。

２．介護保険導入以前の介護人材

　韓国における介護保険導入以前の在宅介護サ
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ービスは，公的制度においては「家庭奉仕員」，

民間営利部門においては主に「看病人１１）」が担

ってきたと言える。従来介護に係わってきた人

数は，家庭奉仕員と看病人を含め，全国で約２５

万名と推算されている１２）。以下では，家庭奉仕

員と看病人を中心に，介護保険施行以前の介護

人材の現状１３）をみていく。

１家庭奉仕員の活動と養成

　家庭奉仕員の具体的な業務内容においては，

表１　韓国における旧老人福祉法上の在宅福祉サービスの種類と利用者の費用負担

身体的介護，日常生活支援，老化・疾病・障害管理，
相談教育，地域社会支援発堀・ネットワーク構築

家庭奉仕員
派遣施設在宅老人福祉

施設の種類と
サービス内容

生活指導・日常生活動作訓練など心身の機能回復
給食・入浴サービス，趣味・娯楽など余暇生活，
地域社会支援発堀・ネットワーク構築，利用高齢者家族のための相談

昼間保護施設
短期保護施設

・身体的・精神的障害により，日常生活を営むことが困難な老人
・心身が虚弱，障害があるため，一定期間保護が必要な老人
・身体的・精神的・社会的理由により，家庭内の保護が困難し専門的保護が必要な老人

利用対象

①６５才以上の生活保護受給者
②上記①以外６５歳以上の高齢者の中で，扶養義務者から適切な扶養をされてい
ない者で，自治体の長が在宅福祉施設に利用を依頼した者
③６５歳未満の者であっても，老衰現象が明らかで，特に保護の必要性があると
認定される場合

無料
利用者の
費用負担

６５歳以上の低所得層老人実費

無料，実費対象以外６０歳以上の一般高齢者有料

出典：保健福祉部『２００７年老人保健福祉事業案内』２００７年，１８５-２０５頁をもとに作成。
注：この表における低所得層の基準は，２００７年度都市勤労者月平均所得以下の世帯をいう。２００７年の暫定適用
所得基準は１人当り月平均所得額１０１万３,０００ウォンである。

表２　介護保険導入以前の在宅老人福祉施設の現状（韓国） （２００７．１２．３１．現在）

合計短期保護施設昼間保護施設
家庭奉仕員
派遣施設

区分

７２,５６３１,７１８８,１０９６２,７３６定員利用人員
（人） ６３,７０１１,２７９６,９３７５５,４８５現員

１,４０８１３７５０４７６７施設数（個所）

５,８５９６４５２,２７５２,９３９従事者数（人）

───
有給： ２,８８３
無給：１６,１３８

家庭奉仕員（人）

出典：保健福祉部『老人福祉施設現況』２００８年，１３頁。



保健福祉部が発行している「老人保健福祉事業

案内１４）」に明示されている。その内容は，「①

身体的介護に関する内容として，洗髪や口腔管

理などの身体清潔，入浴や食事介助，体位変

更，移動介助，身体機能の維持・増進，トイレ

での介助，②日常生活支援に関する内容とし

て，炊事，買い物，掃除，洗濯などの家事支援

サービス，外出時の同行サービスの個人活動サ

ービス，電話や訪問による安否確認，話し相

手，生活相談などの友愛サービスなど」であ

る。しかし，ソウル市が２００４年に行った実態調

査１５）をみると，実際に行ったサービス内容に

おいては，有給家庭奉仕員の場合，掃除，洗濯，

炊事などの家事サービスが，無給家庭奉仕員の

場合，話し相手のサービスが大きな割合を占め

ている１６）。

　家庭奉仕員の養成においては，有給家庭奉仕

員は４０時間（講義１６時間，実技１６時間，実習８
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時間），無給家庭奉仕員は２０時間（講義８時間，

実技８時間，実習４時間）の教育を受けていた

が，基礎的理論の講義中心であった。家庭奉仕

員の教育機関は，韓国老人福祉会付設の韓国家

庭奉仕員教育訓練院と韓国在家老人福祉協会の

２カ所であった１７）。

２看病人の地位と活動

　私的部門における介護人材の状況において

は，まず韓国特有の介護状況を理解する必要が

ある。昔から家庭内の介護の大半は家族が担っ

てきたが，家族介護力の弱化により，今日では

病院や家庭での一部の介護は，看病人によって

行っている。韓国の介護人材の中で，もっとも

大きな割合をみせているのが「看病人」であ

る。しかし，このように病院や家庭などで看病

人の活用が一般化されているにもかかわらず，

看病人の役割や活動の内容は法律上の根拠がな

く，身分の保障もない状態で活動しているのが

表３　介護保険導入以前の介護人材の現状

家庭奉仕員看病人区分

老人福祉法なし（民間）法的根拠

政府支援なし（民間）運営主体

家庭家庭，施設，医療機関サービス提供場所

①６５歳以上生活保護受給者
②６５歳以上低所得層の高齢者
③６０歳以上の一般高齢者

医療機関入院患者，在宅患者サービス対象者

家事支援，家庭内看病病院内・家庭内看病サービス内容

保健福祉部指定機関
民間団体（大韓赤十字社，大韓YWCA
連合会，大韓看病振興院など）

教育機関

有給家庭奉仕員－４０時間
無給家庭奉仕員－２０時間

教育機関ことに相違，
大韓赤十字社の場合６０時間（２００５年）

教育期間（時間）

韓国在家老人福祉協会：９,０００人など
大韓赤十字社：２１５,２２７人
大韓YWCA連合会：６,９００人
大韓看病振興院：６,００９人

養成人員

出典：女性家族部『医療機関看病サービス社会制度化方案』２００７年，８４-８９頁をもとに作成。
注：保健福祉部は日本の厚生労働省に相当する（政府機関名の変更により，２００８年３月～２０１０年３月
の期間は保健福祉家族部である）。



現状である。

　それは，看病人の勤務形態に大きく関わって

いる。民間の看病人活動は，民間団体が看病人

を会員として募集し，病院や療養施設，一般家

庭などの需要者との個別供給契約を締結させ，

看病人を供給している。民間の看病人養成・斡

旋団体は，全国約５,０００カ所と推定されてい

る１８）。

　看病する場所は，家庭，病院，療養病院など

で，家庭で活動している場合は，住み込みも多

い１９）。しかし，家庭への看病人派遣実態は，前

述のように，個別の勤労契約関係があるため，

把握しにくい現状である。

　介護保険の実施以降は，有給家庭奉仕員や看

病人などの看病療養関連従事者としての経歴が

１年以上（１,２００時間以上）あると認定される者

は，療養保護士教育課程の実技・実習時間が

５０％減免されることになっている。この規定に

より，看病人が療養保護士資格を取得し，看病

人と療養保護士を両立している人も少なくない

といわれているが，実際の数は把握されてな

い。

Ⅱ．高齢者の生活実態

　介護保障システムの導入に伴い，日本と大き

く異なっている状況は，介護インフラの不足，

高齢者の生活実態である。特に，高齢者の生活

実態は，高齢者が対象者になる介護保険の実施

において，もっとも重視すべき要素であった。

　高齢者の生活実態において注目すべきこと

は，低所得層高齢者の顕著な増加である。絶対

的貧困状態に置かれている高齢者世帯の割合

は，３０％（２００６年）から，３５.１％（２００９年）に

増加しており，全世帯の貧困率１４.１％に比べ，
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２.５倍の水準とされている２０）。相対的貧困率に

おいても，２０００年代半ばには高齢者人口（６５歳

以上）の４５％が相対的貧困状態に置かれてお

り，日本の２２％をはるかに超えている２１）。

　低所得層高齢者が増加し，特に他世代に比べ

多いという現状には，①家族関係の変化による

私的移転所得の減少，②貧弱な老後所得保障な

ど，社会的背景が大きく作用している。これま

で高齢者の生活を支えてきた緊密な家族関係

は，核家族化や個人主義の発達により急激に変

化している。

　家族関係の変化により，独居高齢者の増加も

みられ，全世帯に占める６５歳以上の独居高齢者

世帯の割合は，表４のように増加すると推計さ

れている。

　また，高齢者の重要な収入源となる老後所得

保障においては，韓国では１９８８年から公的年金

制度である国民年金制度を実施している。しか

し，制度の実施期間がまだ短いこと，対象者の

段階的拡大２２）などにより，国民年金や公務員

年金を含む６５歳以上の公的年金受給者は

２７.６％２３）（２００９年）であり，日本の公的年金受

給率７０.８％２４）（２００７年）と比べると，貧弱な水

準である。一人当たりの年金受給額も月１９万ウ

ォン（２００７年）２５）程度である２６）。

　このように，多くの高齢者が貧困状態に置か

れている現状は考慮されず，介護保険の実施を

急いだことは，サービス利用の形態など様々な

問題をもたらしている。

表４　独居高齢者世帯の推移 （単位：世帯，％）

２０３０年２０２０年２０１０年２０００年

２,３３８,３５４１,５１２,０８２１,０２１,００８５４３,５２２
独居高齢者
世帯

（１１.８）（８.０）（６.０）（３.７）（構成比）

出典：統計庁『将来人口推計』２００７年。



Ⅲ．老人長期療養保険の創設と新しい在宅介護

サービスの導入

１．老人長期療養保険制度の概要と特徴

１制度導入の展開過程

　従前の緊密な家族関係は，核家族化，経済発

展による女性の社会参加の増加，個人主義の発

達により崩れ始め，高齢者の介護問題は家族に

おいて重い負担になってきた。しかし，このよ

うな社会状況の変化と，急激な高齢化により

「介護の社会化」の必要性はあったものの，公

論化されるまでは至らなかった。脆弱な福祉イ

ンフラと世界で最も速い高齢化で，高齢社会に

備えないという憂慮に，いち早く動いたのは政

府だった２７）。すでに触れたように，その背景に

は医療費増加による健康保険財政の圧迫があ

る。韓国において，介護保険の導入は，当時の

在宅介護の現状を改善しようとする高齢者権利

保障の取り組みや，国民運動におされて発議さ

れたというよりは，高齢化を危惧した政府から

打ち出されたものともいえる２８）。

　政府は，１９９９年に老人福祉専門家らが提案し

た『老人長期療養保護政策研究団』を受け入

れ，発足させた。同研究団は，２０００年に名称を

『老人長期療養保護政策企画団』に変更し，

２０００年１２月『老人長期療養保護総合対策方案』

を発表，長期療養サービスの概念など介護制度

の基礎的検討を行った。老人長期療養保険法

は，２００６年２月に政府立法として提出され，同

年４月に国会で通過された２９）。

２老人長期療養保険制度の概要と特徴

　保険者は，医療保険の保険者でもある国民健

康保険公団で，療養給与（介護給付）の申請，

療養等級判定（要介護認定），長期療養利用計
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画（ケアプラン），サービス利用の審査を行う。

自治体は，長期療養機関（介護保険の事業者及

び施設）の指定，施設の指導や監督を担当して

いる。

　被保険者は，国民健康保険の被保険者と同じ

く，２０歳以上の国民が対象になっている。給付

対象者は，６５歳以上の高齢者または認知症や脳

血管疾患等の大統領令で定める老人性疾患を持

つ６５歳未満の者である。

　韓国における介護保険の財源は，表５のよう

に，保険料，国家負担（以下，公費），本人負

担３０）（以下，利用者負担）で構成されている。

しかし，その具体的な負担の割合においては，

利用者負担分と，国庫から療養保険料予想収入

額の２０％を健康保険公団に支援するという規定

しかなく，公費負担分について，日本のような

明確な割合を示していない。

　表６は，２００８年から２０１０年６月末までの，介

護保険の財政状況である。公費負担中，国庫負

担は，介護保険料予想収入額の２０％を健康保険

公団に支援することになっているが，２００９年の

場合，療養保険料収入１万１,３７１億ウォンの２,０４４

億ウォン（１７.９７％）で，２０％に満たさないのが

現状である。

　要介護度の認定は，心身の機能状態により，

日常生活でどれくらいの助力が必要かを指標化

した長期療養認定点数を，判定基準にする。要

介護度の区分は，表７のように３等級の区分に

なっているが，日本より重度者に限定された認

定基準である。

　韓国の介護保険制度は，その内容や運営にお

いて，日本の介護保険制度から多くの部分を導

入しているが，韓国特有の事情を反映している

ことも多い。日本と異なる点としては，以上で

みてきたように，日本より高い利用者負担や，
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表７　韓国の要介護度区分

長期療養３等級長期療養２等級長期療養１等級
等級
区分

日常生活で，部分的に，他人の
助力が必要な者として，認定点
数が５５点以上７５点未満の者

日常生活で，相当の部分に，他
人の助力が必要な者として，認
定点数が７５点以上９５点未満の者

日常生活で，全般的に，他人の
助力が必要な者として，認定点
数が９５点以上の者

判定
基準

出典：李光宰『老人療養保険制度の理解』共同体，２００７年，１２０頁をもとに作成。

表５　韓日両国における介護保険の財源構成の比較

日本韓国

第１保険料－１９％
第２保険料－３１％

保険料
（５０％）

介
護
給
付
費

健康保険料額×長期療養保険料率
 （２０１０年現在６.５５％）

保険料

国庫－２５％
都道府県－１２％  居宅給付費の場合
市町村－１３％
＊但し，施設等給付については，国２０％，
都道府県１７.５％となっている。

公費
（５０％）

①国庫－療養保険料予想収入額の２０％を
健康保険公団に支援
②国・自治体－医療給付受給者の長期療
養給与費用と，管理運営費などを負担
＊国・自治体の負担分において，負担割
合が明確に規定されてない。

国家負担
（公費）

居宅サービス，施設サービス共に１０％
利用者
負担

居宅サービス利用－１５％
施設サービス利用－２０％
＊但し，生活保護受給者は全額免除，医
療給付者と低所得層は５０％を軽減

本人負担
（利用者
負担）

出典：①老人長期療養保険法第９，４０，５８条，同法施行令第４条。
　　　②厚生労働省「介護保険制度の概要」（厚生労働省ホームページ）をもとに作成。
注：５０％軽減される低所得層とは，所得，財産などが，保健福祉部長官が定める告示の一定基準以下の者（老
人長期療養保険法第４０条３項）。

表６　韓国における介護保険の財政収支の状況 （単位：億ウォン）

２０１０年６月末２００９年２００８年

１５,６８１２０,２３８７,５１８収入

８,５５３１１,３７１３,７２３－療養保険料

３,３２３２,０４４１,１８１－国庫支援金

３,７２６６,６３７２,５６４－医療給付負担金

９９１８６５０－その他の収入

１２,１６８１８,７９１５,７３１支出

１１,３６２１７,２３６４,５８５－介護給付費

８０５１,５５５１,１４６－管理運営費

３,５１３１,４４７１,７８７当期収支

６,７４７３,２３４１,７８７累積収支

出典：国民健康保険公団健康保険政策研究院『老人長期療養保険の中長期運用展望と政策
課題』２０１０年，３８頁。



要介護度の区分がある。また，給付においては

家族療養費（家族介護手当）があること，介護

支援専門員（通称，ケアマネジャー）が存在し

ないこともあげられる。

　家族介護手当は，次の３つの理由により，受

給者が家族から訪問介護に相当する介護給付を

受けた場合，受給者に支給される。①介護サー

ビス事業者が著しく不足する地域（島・へき

地）に居住している者，②天災地変で介護サー

ビス事業者が実施する介護給付の利用が困難だ

と認定される者，③要介護者の身体，精神，性

格などの事由により，家族から介護を受けざる

を得ない者である（老人長期療養保険法第２４

条）。家族介護手当は，等級に関係なく，月１５

万ウォンが支給されている。

　なお，財源不足等の理由から，健康保険公団

の職員が，標準長期療養利用計画書（ケアプラ

ン）を作成するようになっており，介護支援専

門員制度は導入していない。

２．在宅サービスの概要

　韓国の在宅サービスの種類は，訪問療養（以
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下，訪問介護），訪問沐浴（訪問入浴），訪問看

護，昼・夜間保護（通所介護），短期保護（短期

入所），福祉用具であるが，その種類は日本よ

り少ない。特に訪問介護において，日本と異な

る点は，①介護報酬において，身体介護と生活

援助の差がないこと②訪問介護の範囲におい

て，韓国は情緒支援サービスという分類で，話

し相手，激励及び慰労，生活相談，意思疎通の

助けなどのサービスにも介護報酬を算定してい

ることである。情緒支援サービスに所要した時

間は，１回の訪問当たり，最大６０分範囲の内で

算定される３１）。

３．在宅介護サービスの現状

　前述のとおり，介護保険の実施に当たって，

高齢者の生活水準，介護インフラなど，諸般条

件が整ってないまま実施されることにより，問

題は介護保険全般にわたるが，特に在宅介護サ

ービス部門においてもっと深刻である。

１高い利用者負担とサービス利用の偏重

　在宅介護サービス部門では，サービスの利用

表８　韓国の訪問介護サービスの概要

・身体介護と生活援助の報酬は同一
・訪問介護の報酬例　（２０１０年５月基準）
　　 

　

２４０分１８０分１２０分９０分６０分３０分

３９,５００３３,５００２６,７００２１,３６０１６,１２０１０,６８０

（単位：訪問所要時間/ウォン）

訪問介護の
介護報酬

洗面介助，口腔管理，身体清潔，洗髪，身体整容，
着替え，排泄介助，食事介助，体位変換，移動介助，
身体機能の維持・増進など

身体活動支援サービス

訪問介護の範囲
（サービスの種類） 炊事，生活必修品購買，掃除・洗濯・片付けなど家事活動支援サービス

外出時同行・介助，日常業務代行個人活動支援サービス

話し相手，激励及び慰労，生活相談，意思疎通の助け情緒支援サービス

出典：①国民健康保険公団『訪問療養サービスガイドライン』２００８年，６頁。
　　　②保健福祉部「長期療養給与等に関する告示」保健福祉部告示２０１０－３０号，２０１０．２．２３．をもとに作成。



が，特に訪問介護及び訪問入浴サービスに，編

重している傾向がある。そこには，高い利用者

負担や施設サービスにおける食費（非給与項

目３２））などの問題が作用していると考えられ

る。

　表９は，２００９年５月末の療養保険の利用状況

である。この表から，利用者負担により，給付

の利用状況に大きな差があるという問題が浮か

び上がってくる。一般の利用者と医療給付受給

者の場合，在宅給付と施設給付の利用割合をみ

ると，在宅給付の利用割合が大きい。しかし，

生活保護受給者の場合は，在宅給付と施設給付

の差はあまり見られない３３）。このような差が出

る背景としては，厳しい状況に置かれている高

齢者が払うには重すぎる，利用者負担や食費の

問題があげられる。

　一般利用者は，施設サービスを利用する場

合，２０％の利用者負担と，さらに食費まで負担

しなければならない。この場合，一般利用者

は，利用者負担分約３０万ウォンに，食費約２４万

ウォンを合わせた５４万ウォン程度を負担するこ

とになる３４）。医療給付受給者においても，軽減

はあるものの利用者負担１０％（施設負担金２０％

の１/２）に，さらに食費が加重される。医療
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給付受給者の負担分は，利用者負担約１５万ウォ

ンに食費２４万ウォンを合わせた約３９万ウォン程

度になる。

　しかし，保健福祉部（２００８）の『２００８年度老

人生活実態調査』によると，高齢者世帯（６５歳

以上）の月平均所得は１４０万６,０００ウォン，高齢

者（６５歳以上）一人当たりの月平均所得は５８万

４,０００ウォンである３５）。医療給付受給者など利

用者負担が５０％軽減される低所得層の場合，次

上位階層の所得基準３６）を適用すると，２人世

帯の所得は１０３万４９６ウォン，一人世帯は６０万

５,２１３ウォンになる。このような高齢者の所得

水準を考慮すると，経済的に困窮な医療給付受

給者の負担が極めて高いことはもちろん，一般

利用者においても重い負担により，施設サービ

スの利用を避け，在宅サービスを利用すること

になると考えられる。

　図１は，２００９年５月と２０１０年２月における利

用者負担別サービス利用の推移を示している。

この期間においても，利用者負担による在宅サ

ービスと施設サービス利用の割合の変化はあま

り見られない。

　また，高い利用者負担の問題は，特に在宅介

護サービス部門において，利用者負担の免除３７）

表９　韓国における介護保険の利用状況 （２００９年５月末現在）

利用者数（人）認定者数
（人）

区分
（　）内は利用者負担の比率 家族療養費施設給付在宅給付利用者合計

１,００４６２,６７７１３８,８１１２０２,４９２２５９,４５６総計

８１２４０,１２８１１０,０１９１５０,９５９１９８,６４９
一般

（在宅１５％／施設２０％）

１８０２２,０２９２７,１０３４９,３１２５７,５７８
生活保護受給者
（免除）

１２５２０１,６８９２,２２１３,２２９
医療給付受給者

（在宅７.５％／施設１０％）

出典：保健福祉家族部『老人長期療養保険施行１年の主要統計現況』２００９年，７頁。



という現状ももたらしている。在宅サービス事

業者が，利用者を増やすために，利用者が払う

べき利用者負担分を免除することで，事業所に

誘引している。利用者は，高い利用者負担を払

わなくてもいいというメリットから，サービス

の質より，利用者負担の免除を重視するように

なる。利用者負担の免除で，事業所の収入は減

るので，その不足分を補うため，サービス提供

時間の短縮や，療養保護士２人で行うべき訪問

入浴を１人で行うなど，不正請求がしばしば摘

発されている。利用者は，利用者負担を払って

いないため，事業所の不正請求行為で十分なサ

ービスを受けない場合でも，利用者の権利を主

張できるとは考えにくい。

２サービス事業所の偏重

　次にあげられるのは，短期間に訪問介護事業
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者だけが特に増加したという，サービス事業所

の偏重問題である。施設サービスは，２００８年７

月の１,３９５カ所から，２０１０年６月には３,４４３カ所

になっている。しかし，在宅サービス，その中

でも訪問介護事業所は，２００８年７月の２,８２３カ

所から，２年後の２０１０年６月には９,１３６カ所ま

で増加している。また，訪問入浴サービスにお

いても，同じく２年間で１,６５４カ所から７,１００カ

所に増加している。

　韓国の訪問介護事業所及び訪問入浴事業所

が，このように著しく増加した背景には，不足

している介護インフラを，介護保険制度の実施

にあわせ急速に成長させるため，政府が開設基

準を緩和させたことが大きい。政府は，制度の

緩い開設基準により訪問介護事業所の乱立を招

いた現状を反映し，訪問介護事業所の開設基準

図１　利用者負担別でみるサービス利用の割合と変化 （単位:人）
出典：①保健福祉家族部『老人長期療養保険施行１年の主要統計現況』２００９年，

７頁。
　　　②イ・ユンキョン「利用者観点からの老人長期療養保険制度の評価及改善

方案」『保険福祉フォーラム』２０１０年１０月，３１頁（元資料：国民健康保険
公団内部資料，２０１０年６月）をもとに作成。

注：医療給付受給者の人数において，２００９年５月と２０１０年２月の差が大きい理由
は，利用者負担減軽対象者の拡大による（参照：保健福祉部「本人一部負担
金減軽のため，所得・財産などが一定金額以下の者に関する告示」保健福祉
家族部告示第２００９－１０８号　２００９．６．２６）。



において，療養保護士の人員基準を３人から２０

人に増加させた３８）。

　このような在宅介護事業所の乱立現象によ

り，過当競争による様々な不法行為が行われて

いる。また，先述のように，利用者を確保する

ため，利用者負担分を免除している在宅サービ

ス事業者も多い。政府は，防止策として，利用

者負担の免除行為があった場合，事業所の指定

を取り消す法律の立案を急いでいる３９）。

　さらに，政府は，不正請求問題の改善策とし

て，「在宅サービス自動請求システム（e-

LTC）４０）」を導入し，携帯電話などを通じて，療

養保護士が提供したサービス実績を実時間で確

認できるようにしており，一部地域でモデル事

業を実施している。また，訪問介護事業所の設

立基準を強化すると共に，違法行為を防ぐため

処罰を強化するなど，システムの整備を行って

いる。しかし，制度内外に存在する根源的な要

因が解決できない限り，真の改善策にはならな

いと考えられる。

３通所介護サービス，短期入所サービスの低迷

　また，表１０が示すように，インフラの不備に

よる，通所介護サービスや，短期入所サービス
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の低迷現状がある。この二つの部門において

は，訪問介護サービスのように過剰供給の様相

を見せていないなどの理由で，その実状が知ら

れていない。しかし，高齢者の在宅生活を支え

るためには，訪問介護サービス以外にも，通所

介護や短期入所，訪問看護など，他の在宅介護

サービスとの連携が必要である。日本におい

て，通所介護（デイサービス）部門が活発に利

用されていることは，この点で韓国に示唆を与

えている。

　韓国の場合，入浴施設などが完備されてない

通所介護事業所が多く，日本のデイサービスで

行っているような入浴サービスが可能な事業所

は，ソウル市内にも一部しかないのが現状で，

リフト付きの送迎車両がない事業所も多数であ

る。

Ⅳ．療養保護士養成の現状と課題

１．在宅介護サービスの導入と療養保護士養成

の現状

　在宅介護サービス，その中でも訪問介護サー

ビスは，介護人材により成り立つと言える。在

表１０　韓国における在宅介護サービス事業所の推移

２０１０年６月２００９年１２月２００８年１２月２００８年７月区分

９,１３６８,４４６４,３６２２,８２３訪問介護

在宅サービス

７,１００６,２７９３,００６１,６５４訪問入浴

７７４７８７６２６４６１訪問看護

１,２４７１,１０６８０６６４１通所介護

２０５１,３７０６９１３９７短期入所

１,２１２１,０８６７３３３６４福祉用具

３,４４３２,６２７１,７１７１,３９５施設施設サービス

出典：①保健福祉家族部『老人長期療養保険施行１年の主要統計現況』，２００９年，４頁。
　　　②キム・チョルスウ「老人長期療養保険制度の施設及び人力インフラ改善」『保険福祉フォーラム』

２０１０年１０月，１１-１２頁（元資料：保健福祉部老人長期療養保険統計資料）をもとに作成。



宅介護サービスを担う介護人材の養成は，介護

保険の実施に先立って備えるべきであった。し

かし，表１１でみるように，新しい介護職である

療養保護士を短期間に養成することにより，

様々な問題が現れている。

１療養保護士の過剰養成

　まず，療養保護士の過剰養成の問題をみる。

政府は，貧弱な介護インフラを補完するため，

日本のホームヘルパー養成制度をモデルにし

て，２００８年１月から療養保護士の養成を始め

た。療養保護士養成の主務官庁である保健福祉

部は，実施１年目の療養保護士の必要人員を，

約４万８,０００人と推定した。実施前は，専門的

な介護人材の不在ともいえる状況で，必要人数

を満たせるかという懸念の声も多かった。しか

し，市場化政策や，有望な職業という過大広報

により，養成１年間で予想人員をはるかに超

え，３３万３,９８４人の療養保護士が養成された（表

１１参照）。さらに，療養保護士の過剰養成には，

資格体系の問題もある。改定前の規定では，療

養保護士の資格を１級と２級に分け，療養保護

士２級の場合，介護保険受給者の身体介護がで

きない制限があった。しかし，１級資格の取得

において，日本のように２級資格の取得後１年

間の経歴を要求する経歴制限規定もなく，受講

料と受講時間だけの違いで取得できることか

ら，ほとんどが１級を取得するようになった。
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このような養成体系の問題も，療養保護士養成

過熱のひとつの原因になり，資質低下にもつな

がっている。

２養成教育機関の乱立問題

　次に，養成教育機関の乱立問題がある。養成

教育機関の問題においては，日韓両国共に国の

責任は放棄したまま，介護人材の育成は市場に

任され，多様な養成事業者による養成教育の質

の問題を持っている。しかし，韓国における養

成教育機関の乱立問題は異常ともいえる。改定

前の老人福祉法第３９条の３で，「①療養保護士

を教育する機関を設置しようとする者は，保健

福祉部令で定める基準を備えて，市・道知事に

申告しなければならない。」と療養保護士教育

機関の設置を規定している。養成教育機関の設

立要件をこのように申告制にすることやその開

設基準を簡略にすることにより，教育機関の乱

立状態を招いた。さらに問題なのは，数の増加

だけでなく，教育の質も問われていることであ

る。第２の大都市であるプサン市の場合，２００８

年９月から２００９年５月まで療養保護士教育機関

を調査した結果，１５６ヵ所の教育機関のうち８１

ヵ所が，学習教具の不備などの不正運営をして

いたことが明らかになっている４１）。また，教育

機関による教育時間履修証明書の不正発給によ

り，療養保護士資格を不正に取得した摘発事例

も相次いでいる。

表１１　療養保護士教育機関，療養保護士資格取得者の現状 （単位：カ所，人）

２０１０年６月２００９年１２月２００９年６月２００８年１２月２００８年６月２００８年１月区分

１,３４９１,３０８１,１６２１,０８０１,００９１０１
教育
機関

９３５,６０７６９２,１３８５１８,８０６３３３,９８４３６,３９２─
資格
取得者

出典：キム・チョルスウ「老人長期療養保険制度の施設及び人力インフラ改善」『保険福祉フォーラム』２０１０年
１０月，１２頁（元資料：保健福祉部老人長期療養保険統計資料）をもとに作成。



２．療養保護士養成制度の改善と残された問題

　十分な準備もなく始まった療養保護士養成部

門において浮き彫りにされた様々な現状は，学

界や国会，福祉現場で大きく取り上げられ，制

度の改善が求められた。政府は，改善要求を受

け，資格体系の一元化，療養保護士カリキュラ

ムの改編，資格の不正取得防止策，療養保護士

資格試験の実施など養成制度を見直している

が，それは一時的な対策に過ぎなく，残された

課題はまだ多い。

　ここでは，制度の変化を踏まえながら，養成

制度上の問題と，カリキュラム上の問題に分

け，養成制度の方向性を考えてみる。

１養成制度上の問題

　まず，養成制度においては，養成教育機関の

乱立から起因する教育の質低下を防ぐため，

２０１０年３月の法改定により，教育機関開設の要

件を申告制から指定制に変え，市道知事４２）が

療養保護士教育機関の地域別分布や療養保護士

の需要を考慮し，教育機関を指定するようにな

った。また，教育機関の設備・規模，学習教具

など開設基準を強化し，設立要件を強化した。

さらに，教育機関の教育時間履修証明書不正発

給行為など，違反行為に対する行政処分を強化

した。

　次に，療養保護士の爆発的な増加とともに，

療養保護士の専門性が問われていた現状を受

け，有名無実だった療養保護士１級と２級の資

格区分を廃止した。また，資格取得の試験を導

入するなど，養成制度を改定した。この改定に

より，２０１０年８月に第１回資格試験が実施され

たが，９８.６９％という合格率４３）は，試験の実施

趣旨まで問われるようになっている。

　制度の改善以降，教育機関の不正行為の防止

や教育機関の設備はある程度整備されると思う
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が，資格体系においては，まだ課題が残されて

いる。資格試験の導入や資格体系の一元化だけ

では，療養保護士の専門性は保障されない。す

でに９３万人を超える療養保護士が養成されてい

るが，その専門性や資質に関しては，依然疑問

が残ったままである。

２教育課程上の問題

　療養保護士の教育課程も，様々な批判を受

け，２０１０年３月改定された。しかし，療養保護

士の資質向上を目的に，教育課程内容を改編し

たというが，足りなかった全体教育時間は変わ

らず，一部の科目の変更だけで，教育課程の補

完・強化とは言い難い。養成制度の改定以降

も，課題は山積している。

ａ）教育時間の不足と教育内容の不備

　まず，教育課程においては，絶対的な教育時

間不足の解決や，教育内容の拡充が求められて

いる。在宅介護サービスは，療養保護士が一人

で行う場面が大半であることを考慮すると，専

門的人材を養成する養成教育の重要性はいうま

でもない。しかし，現在のカリキュラムでは，

講義時間の不足はもちろん，実習時間も足りな

い状況である（表１２参照）。

　教育内容においては，日本とは異なった資格

体系で，単純に比較するには無理がある。しか

し，現在の療養保護士教育課程は，絶対的な教

育時間の不足の上に，限られた教育時間内で，

科目別に細分化され，教育が形式化される可能

性が高い。

　そのなかでも，韓国の療養保護士１級科目に

は，日本のホームヘルパー１級科目である「主

任訪問介護員が行う他の保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との連携などに関す

る講義」のような科目が必要である。現在の規

定では「サービス利用支援」の細部内容で設定



されているくらいで，教育時間も理論と実技を

あわせて８時間と，極端に少ない。他の保健医

療サービスや福祉サービス提供者との連携は，

在宅高齢者の安心で豊かな生活に貢献できると
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考えられる。

　さらに，事例管理科目の設定も必要である。

表１２からみるように，「事例検討会」という教

科内容はあるが，「他サービスの連携」と同じ

表１２　老人長期療養保険改定後の療養保護士教育課程

教育時間
細部内容（例）教育内容科目区分

実技理論

５
社会福祉制度
老人保健福祉サービス等

介護関連制度及び
サービス

療養保護概論
２療養保護サービス類型療養保護業務の目的，機能

６８
療養保護士の職業倫理
療養保護士の自己管理

療養保護士の
職業倫理と姿勢

２老年期の特徴，老人の家族関係療養保護対象者の理解

３１２老人の主要疾患医学的・看護学的知識療養保護基礎知識

６４摂取の介護

基本療養保護技術

基本療養保護各論

８５排泄の介護

８５衛生と環境

８６体位変更と移動

６３安全及び感染関連

６４
食事準備と栄養管理など
外出支援及び日常生活支援

家事，日常生活支援

６５効率的意思疎通意思疎通及び余暇支援

４３
他職種，他サービスとの連携
業務報告会，事例検討会

サービス利用支援

４３
記録と報告の目的と重要性
業務報告方法

療養保護業務記録及び
報告

６６認知症対象者の日常生活支援認知症保護技術

特殊療養保護各論 ３３
ホスピスの概要
ターミナルケア

臨終及び
ホスピス療養保護技術

６４応急処置応急処置技術

８０
②

８０
①

計

４０統合実習Ⅰ老人療養施設実習現
場
実
習

４０統合実習Ⅱ在宅老人福祉施設実習

８０③計

２４０総計（①＋②＋③）

出典：老人福祉法施行規則第２９条の２第２項別表１０の３「療養保護士の教育課程」。



状況である。在宅介護サービスの歴史が短い韓

国においては，事例管理はもっとも重要な知的

資源であり，訪問介護サービスの質を向上させ

るためにも，療養保護士１級保持者を事例管理

者として養成することが必要だと考えられる。

　また，今回の改定で，療養保護士の資質を向

上するため，認知症の対応やホスピス科目を追

加したというが，同一時間内での改編は，他の

科目を縮小することとなり，特に，「療養保護

対象者の理解」，「家事及び日常生活支援」など

の内容を大きく減らした点は，介護保険制度の

趣旨が考慮されていないと言わざるを得ない。

ｂ）補修教育の問題

　次に，補修教育の問題がある。ここ２年間の

養成が形式的に行ったともいえる状況で，補修

教育の整備は，専門性を強化する一つの方案だ

と思われる。２００９年の養成指針では，療養保護

士の補修教育を，２年に１回８時間の受講を規

定していたが，拘束力がない指針であり，療養

保護士補修教育は名ばかりであった。老人福祉

法の改定に合わせ，補修教育の義務化を法制化

しようとする動き４４）があったが，今回の改定

には反映されてない。療養保護士の資質を高め

るためには，補修教育の義務期間を１年に短縮

することや，教育時間も増やさなければならな

い。さらに。すでに養成されている療養保護士

の補修教育を，事業所や施設に任せるのではな

く，政府が責任を持って行うべきである。

おわりに

　以上，韓国に介護保険が導入される以前の在

宅介護サービスの実態と従来の介護人材の活動

を考察した後，介護保険制度下での在宅介護サ

ービス，療養保護士養成制度の概要を取り上げ
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ながら，介護保険の実施以後，両部門の現状と

問題点を中心に検討してきた。

　韓国政府は，介護保険利用者の健康向上，家

族の介護負担軽減，介護人材の雇用創出など

を，実施２年の成果４５）として高く評価してい

る。しかし，今まで検討してきたように，制度

が抱えている問題や実施に当たる社会的背景に

より，実施以後様々な問題が現れている。

　教育設備や講師陣が不十分な教育機関で，短

期間に養成された療養保護士が，モラルハザー

ドが蔓延している事業所の勤務環境に慣れ，介

護の理念とは程遠いサービスを行う可能性は否

定できない。しかし，政府は，この２年間サー

ビスの利用率増加など量的拡大に重点を置き，

制度内外に散在している問題の解決はなおざり

にしていた。現在の高齢者の所得水準や生活実

態を考慮すると，サービス利用の量的拡大の方

向性は，現状を改善することにはならない。利

用者側においては，高齢者の所得水準に比べ，

著しく高い利用者負担により，介護サービスの

利用の増加は期待できない。むしろ，利用者

は，利用者負担分を減額してくれる事業所を好

んで選び，歪んだサービス利用形態は一層深刻

な状況になると思われる。介護サービス事業所

側においては，零細な事業者が多い現状で，量

的増加の政策は，不正請求や利用者負担の減額

行為を含め，様々な違法行為につながると思わ

れる。

　今は，制度の内的な充実を図る時である。高

齢者の健康増進と生活安定，家族負担の軽減と

いう制度の目的を実現させるには，不足してい

る介護インフラを整備させることが急務であろ

う。

　また，介護サービスの質の向上のため，その

サービスを担う専門的介護人材を養成すること



が喫緊の課題と考えられる。特に，養成制度に

おいては，介護人材のモチベーションをあげる

ため，段階的にキャリア・アップできる資格体

系に見直す必要がある。さらに，各段階に応じ

た教育時間の拡大や教育内容の整備が求められ

ている。
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Abstract: Long-term care insurance started in Korea in July 2008, with the introduction of a new 

in-home care service system. The insurance system has been confronted by various problems, 

since it was implemented without proper preparation such as establishing facilities and training 

workers for care provision. Especially in-home care services have severe problems in Korea where 

the previous in-home care system did not function well. One current problem is, for example, that 

too many home-care providing agencies have been established. The high cost of the client fee for 

care services has led most clients to use home-visit care services. Another issue is the illegal 

business prevalent in in-home care services, although it can be regarded as a temporary confusion 

in a transition period. The training of caregivers, introduced as a new type of worker for care 

services, has also been questioned. A number of people have been formally qualified as 

caregivers, but there is some doubt whether they are sufficiently trained since the present training 

system seems superficial. The training of care workers is a significant issue in Korea where care 

services have concerns about the insufficiency of resources including workers. This paper first 

reviews the history (of the development) of in-home care services in Korea, and then clarifies the 

problems occurring in the services after the introduction of long-term care insurance. Many 

elderly people are in poverty in Korea, and they have suffered from the client fee for care 

services, which is more expensive than in Japan. The paper also discusses this particular problem 

in Korea. Furthermore this paper examines the current conditions and challenges in the training 

of caregivers as well as the problems of care workers before the introduction of long-term care 

insurance. In doing so, this paper seeks ways of improving the insurance system.

Keywords: Korea, in-home care services, caregivers, care insurance, long-term care insurance, 

care workers
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